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I. エグゼクティブサマリー 
先進企業において、知的財産（IP）部門における生成 AI の活用は、他部門と比較して

遅れているのかという問いに対して、一概に「遅れている」と断じることはできないも

のの、その導入の広がりや適用の幅広さにおいては、マーケティング部門、IT 部門、

顧客サービス部門、あるいは一般的な「ミドルオフィス」機能など一部の他部門に比べ

て慎重な進捗である可能性がデータから示唆される。しかし、この「遅れ」と見える状

況は、知財業務が持つ特有の性質、すなわち機密性の高さ、法的リスクの大きさ、そし

て高度な専門性が要求されることに起因するものであり、むしろ慎重かつ専門化された

導入戦略の結果と解釈すべきである。 

主要な調査結果を要約すると以下の通りである。 

● マーケティング部門におけるコンテンツ作成や顧客サポート部門における初期問い

合わせ対応など、明確で大量処理が可能、かつ比較的リスクの低いユースケースを

持つ部門では、生成 AI の導入率が目に見えて高い傾向にある。 
● 知財部門も生成 AI の活用に積極的に取り組んでおり、特許調査、分析、初期ドラ

フト作成などの分野で導入が進んでいる。ただし、そこではセキュリティ、正確

性、そして人間の専門家による最終確認が不可欠とされている。 
● 機密保持、法的リスク（著作権侵害、発明者性の問題など）、高度な専門知識の必

要性といった特有の課題が、知財部門における生成 AI 導入を他部門よりも慎重な

ペースにしている。 
● 知財分野への生成 AI 投資は行われているものの、より対象を絞った形であった

り、広範なリーガルテック戦略の一環として進められたりする場合が多い。 

したがって、知財部門の生成 AI 活用状況を評価する際には、単に導入の速さや広さだ

けでなく、その業務特性に合わせたリスク管理と専門性の維持を両立させようとする戦

略的な動きを理解することが重要である。一見「遅れている」ように見える状況は、む

しろ知財という特殊領域における「慎重かつ専門特化した導入」の現れであり、関心の

欠如や努力不足を意味するものではない。知財部門の進捗は、利用の成熟度やリスク調

整後の進展度といった指標で評価する方が実態に即していると言えるだろう。 1 

II. 先進企業における生成 AI 活用の概観：部門横断的な動向 



企業における生成 AI の導入は急速に進んでおり、実験的な段階から具体的な業務への

実装へと移行しつつある 4。20 24 年の調査では、調査対象企業の 25.8%が生成 AI を
「全社的」または「一部の部署で」活用していると回答しており 4、この技術が企業活

動に浸透し始めていることがうかがえる。特に先進企業においては、この動きはさらに

加速していると考えられる。 

各部門における活用状況とユースケースは以下の通りである。 

● マーケティング部門: ブログ記事、広告コピー、SNS 投稿といった多様なコンテン

ツ作成の効率化と品質向上に生成 AI が活用されている 6。市場トレンドや消費者

インサイトの抽出にも利用され、データ駆動型の戦略立案を支援している 6。サイ

バーエージェント社による広告用画像生成システム「極予測 AI」の導入 7 や、コ

カ・コーラ社による広告アイデア創出や CM 制作への活用事例 7 など、具体的な成

果も報告されている。ミドルオフィスの一部として、マーケティング部門は比較的

早期から生成 AI の恩恵を受けている部門の一つである 1。 
● 営業部門: 営業力の強化、適切な提案活動のアドバイス、顧客との応対記録の分析

などに AI が導入されている 11。みずほ銀行や日本生命などの金融機関での活用事

例が報告されており、成約率向上といった具体的な KPI に結び付けた取り組みも

見られる 11。 
● 顧客サポート部門: AI チャットボットによる問い合わせへの自動応答は、特に効果

が顕著な分野であり、年間数千万円規模の人件費削減に繋がるケースもある 6。従

来のチャットボットと比較して、生成 AI はより自然で複雑な対話に対応可能であ

り 8、顧客応対の約半分が AI やその他ツールによって処理されている事例も北米

では報告されている 12。 
● 人事部門: 候補者のマッチングやスクリーニング、AI を活用した面接、社員からの

問い合わせに対応するチャットボットなど、人事関連業務の広範囲で生成 AI の導

入が進んでいる 10。ソフトバンク社や横浜銀行などでは、採用選考プロセスの時間

短縮や質の向上に貢献している 13。 
● 研究開発（R&D）・製品開発部門: アイデア創出、実験データの分析、シミュレー

ション、さらには新素材発見やタンパク質の構造予測といった高度な科学技術計算

にも応用が期待されている 15。富士通と理化学研究所によるタンパク質構造予測 AI 
17 など、専門性の高い分野での活用も始まっている。テクノロジー業界や専門職の

ように生成 AI との親和性が高いドメインでは、導入の遅れが競争力低下に直結す

るとの指摘もある 16。 
● IT・エンジニアリング部門: プログラムコードの自動生成やデバッグ支援、システ

ム監視などに活用されている。LINE ヤフー社では、エンジニアのコーディング業

務の生産性向上に GitHub Copilot を導入し、業務時間を削減した事例がある 7。米



国の調査では、IT 部門が AI 関連支出で大きな割合を占めている 5。コンピュー

タ・数理系の職種での AI 利用率は高いとの報告もある 18。 
● ミドルオフィス（経営企画、総務など）: 文書要約、レポート作成、社内規定に関

する Q&A 対応など、事務作業の効率化に貢献している。パナソニック コネクト社

の「ConnectGPT」のように、社内文書を参照した上での文章生成を可能にするシ

ステムも導入されている 8。これらの部門は、生成 AI の早期導入が進んでいる代

表例としてしばしば挙げられる 1。 

これらの事例から、多くの部門で定型業務の自動化、大量データの分析、コンテンツ生

成といった共通の目的で生成 AI が導入されていることがわかる。特に、マーケティン

グにおけるコンテンツ生成や顧客サポートにおけるチャットボットのように、明確な

ROI（投資対効果）が見込める分野や、比較的機密性の低い公開情報を扱う業務、ある

いは大量のテキストデータを処理する業務で、生成 AI の導入が先行する傾向が見られ

る。これは、企業が投資対効果を重視し、リスクの低い領域から技術導入を進めるとい

う合理的な判断の結果と言える。汎用的な生成 AI ツール（ChatGPT、Gemini など）

の成熟と普及が、これらの一般的なビジネス業務における採用を加速させている側面も

あるだろう。一方で、知財のような専門性の高い分野では、より特化したソリューショ

ンや、慎重な検証プロセスが必要となるため、導入の様相が異なってくる。 19 

III. 知的財産部門における生成 AI 活用の深掘り 
知的財産（IP）部門は、生成 AI の波から取り残されているわけではなく、むしろ積極

的にその活用を模索し、具体的な導入を進めている。ただし、そのアプローチは他部門

と比較して、より専門特化し、リスク管理を重視したものとなっている。 

現在の生成 AI 活用状況: 

IP 部門における生成 AI の活用は、主に以下の領域で進められている。 

● 特許調査・分析: 先行技術調査、技術動向の把握（テクノロジーランドスケー

プ）、競合他社の特許分析など、膨大な特許文献の中から有益な情報を効率的に抽

出・分析するために AI が活用されている 15。PatSnap、Amplified、

TechDiscovery といった専門ツールがこの分野で利用されている例がある 19。 
● 特許明細書作成支援: 発明の要点から特許請求の範囲（クレーム）や明細書の草案

を生成する試みが行われている 21。AISamurai のようなツールが明細書作成支援を

目的としている 19。この分野は効率化への期待が高い一方で、生成される内容の正

確性や新規性の確保が極めて重要となるため、慎重な検証が不可欠である。 
● 知財管理・戦略: IP ランドスケープ分析を通じて、知財情報と市場情報を統合し、



事業戦略と知財戦略の連携を強化する動きが見られる。京セラでは、IP 戦略推進

部が中心となり、この種の分析を積極的に活用している 3。 
● 発明発掘・アイデア創出支援: 新規事業や製品開発の初期段階で、関連技術分野の

情報を整理・提示したり、新たな技術的アイデアの着想を支援したりする目的で生

成 AI が利用されるケースがある 15。IdeaFlow のようなツールが発明創出を支援す

る目的で開発されている 19。 
● 翻訳: 国際的な特許出願や係争においては、多言語の特許文献を扱う必要があるた

め、翻訳業務の効率化に生成 AI が活用されている 21。 

具体的なツールとテクノロジー: 

IP 部門で活用されている、あるいは活用が検討されているツールには、以下のような

ものがある。 

● IP 特化型 AI プラットフォーム: 特許調査・分析、明細書作成支援などの IP 業務

に特化して開発された商用ツール。例として、PatSnap、Amplified、
TechDiscovery、AISamurai、Tokkyo.Ai、DIAMS iQ などが挙げられる 19。これら

は、特許特有の言語や構造を理解するように設計されている場合が多い。 
● 汎用生成 AI ツールの応用: ChatGPT、Copilot、Gemini といった汎用的な大規模

言語モデルも、プロンプトエンジニアリングの工夫や、機密情報への配慮を前提と

して、IP 業務の一部（文書要約、アイデア出し、一般的な技術情報の調査など）

に利用されている 19。 
● 社内開発・ファインチューニングモデル: 大量の社内データや特定の技術分野の専

門知識を学習させることで、より高い精度と機密性を確保しようとする動きもあ

る。旭化成では、社内データを用いたファインチューニングを施した生成 AI を、

特許作成支援や新規用途探索といった専門性の高い業務に活用している 20。 

先進企業の事例: 

● 京セラ: 全社的なデジタルトランスフォーメーション（DX）の一環として、知財部

門でも AI の最適な活用方法を検討している 3。特に、IP ランドスケープを重視

し、事業戦略と知財戦略の融合を推進している 3。生成 AI の利用にあたっては、

情報の外部流出リスクを回避するため社内でクローズする環境を整備し、利用ガイ

ドラインを策定。初期段階では事務部門の業務効率化に注力し、将来的には社内情

報を学習させて営業・製造部門にも展開する計画である 3。 
● 旭化成: 「無形資産の活用加速」を DX 戦略の核心に据え、生成 AI をその重要な駆

動力と位置付けている 20。特許作成支援や新規用途探索といった専門性の高い業務

において、社内データでファインチューニングした生成 AI を活用。イノベーショ



ン推進とリスク管理を両立させる強固なガバナンス体制を構築し、「デジタルノー

マル期」として生成 AI のような先進技術を組織全体に深く浸透させる明確なロー

ドマップを持つ 20。 

これらの事例は、IP 部門が生成 AI の可能性を認識し、具体的な活用に向けて動いてい

ることを示している。ただし、その活用は、汎用的なツールをそのまま導入するのでは

なく、IP 業務の特殊性を考慮した専門ツールの選定や、社内でのカスタマイズ、厳格

な情報管理体制の構築といった特徴を伴うことが多い。この「特化型」アプローチは、

他部門で見られるような広範な導入とは異なる様相を呈する一因となっている。汎用ツ

ールが持つ広範な能力に対し、IP 部門のニーズは精度、機密性、そしてドメイン固有

の言語理解といった点でより先鋭化しているため、専門ツールへの傾斜や、自社リソー

スを用いた内製化・調整が合理的選択となるケースが少なくない。この傾向は、IP 分

野における生成 AI エコシステムの成熟度とも関連しており、今後、より洗練された IP
特化型ツールが登場することで、導入のハードルが下がり、活用がさらに進むと予想さ

れる。 

IV. 部門別比較分析：知的財産部門 vs. 他の主要部門 
生成 AI の導入状況を部門間で比較すると、知的財産（IP）部門の立ち位置がより明確

になる。各種調査データは、IP 部門が他の一部の部門ほど広範な導入には至っていな

い可能性を示唆しているが、その背景には前述の通り、業務の特殊性が存在する。 

導入率と進捗の認識: 

● 一般的な企業調査では、「ミドルオフィス」（経営企画、商品・サービス企画・開

発、広報、マーケティングなど）が生成 AI の利用において先行しているとの報告

が複数見られる 1。ある調査では、個人レベルでの業務における生成 AI 利用率は

8.4%で、その中でもミドルオフィスの利用が進んでいるとされている 1。 
● 業種別に見ると、「情報通信業」（35.1%）や「金融業・保険業」（29.0%）が高

い導入率を示しているのに対し、「卸売業・小売業」（13.4%）や「運輸業・郵便

業」（9.4%）は相対的に低い 9。これは、情報通信業や金融業に含まれる IT 部

門、研究開発部門、マーケティング部門などが積極的に生成 AI を活用しているこ

とを示唆している。 
● 米国における AI 関連支出の部門別内訳を見ると、IT 部門（22%）、製品・エンジ

ニアリング部門（19%）が上位を占め、次いで顧客サポート（9%）、営業

（8%）、マーケティング（7%）と続く。法務部門（多くの場合、IP 業務を含む）

は 3%であり、顧客接点を持つ部門や技術開発部門と比較すると支出割合は低い 
5。このデータは、現時点での AI 投資の優先順位が部門によって異なることを示し



ている。 
● IP 部門と密接に関連する法務部門に目を向けると、生成 AI の利用は増加傾向にあ

る。あるレポートでは、法務分野における生成 AI 利用率は 20 24 年の 14%から

20 25 年には 26%へとほぼ倍増すると予測されている 24。また、20 25 年初頭の調

査では、法務担当者の 44%が契約書のレビュー・作成支援に生成 AI を活用してい

ると回答している 25。 
● IP 部門に特化した最近の比較可能な利用率の数値は提供された資料からは限定的

であるが、ミドルオフィス、マーケティング、IT 部門の高い導入率や、法務・IP
部門の支出割合が相対的に低いことを考慮すると、IP 部門が広範な生成 AI 導入の

最前線に立っているとは言えない状況が推察される。 

投資レベル: 

前述の通り、米国における法務・IP 分野の AI 支出は、IT 部門や製品開発部門と比較し

て低い水準にある 5。しかし、これは必ずしも IP 分野への関心が低いことを意味する

ものではない。旭化成のように、特定の戦略的目標（無形資産の活用加速）のために

IP 分野の生成 AI に重点的に投資している企業も存在する 20。これは、量的な広がりよ

りも質的な深化を目指した投資が行われている可能性を示唆している。 

利用の成熟度と満足度: 

● 法務・知財部門の従業員は、生成 AI の利用において、他の多くの部門と比較して

「やや不満」を感じる割合が多いという調査結果がある 1。これは、法務・知財業

務が個社特有の情報や専門用語を多く扱うため、汎用的な生成 AI では期待通りの

性能を発揮しにくい場合があることを反映していると考えられる。 
● 米国企業では、顧客接点業務や経営企画・戦略企画系の部門で生成 AI の活用効果

が期待を大きく上回ったと回答する割合が高い 26。これは、これらの部門の業務が

生成 AI の現行技術と親和性が高いか、あるいは明確な成果を出しやすいユースケ

ースに恵まれていることを示している可能性がある。IP 部門のような、より専門

的で間接的な貢献が求められる部門では、同様の「期待を大きく超える」効果を実

感するまでには、さらなる技術の成熟や適用方法の洗練が必要となるかもしれな

い。 

これらの比較から見えてくるのは、IP 部門の生成 AI 活用が「遅れている」というより

も、「異なる進路を辿っている」という実態である。汎用的な生成 AI ツールを日常業

務に幅広く取り入れるという点では、マーケティング部門やミドルオフィスに比べて進

捗が緩やかに見えるかもしれない。しかし、IP 部門は、特許調査や分析といった中核

業務に特化した、より専門的な AI ツールの探求や導入においては、独自のペースで着



実に前進している。これらの専門ツールは、一般的な業務効率化ツールとは異なり、そ

の導入や評価に時間がかかるため、表面的な導入率だけでは実態を捉えきれない可能性

がある。重要なのは、各部門がそれぞれの業務特性と戦略的目標に応じて、最適な形で

生成 AI を活用しようとしているという点であり、IP 部門の進捗は、その専門性とリス

クの高さを考慮した上で評価されるべきである。 

以下に、主要部門における生成 AI の活用状況をまとめた比較表を示す。 

表 1：主要部門における生成 AI の活用状況・焦点の比較 

 

部門 報告されている

導入率/トレンド 
(出典年) 

主要なユースケ

ース 
主な推進要因 認識されている

課題/満足度 

知的財産（IP） 法務部門として

20 25 年に 26%
利用予測 24。支

出割合は他部門

比で低め 5。専

門ツール導入は

進行中 15。 

特許調査・分

析、明細書作成

支援、IP ランド

スケープ、発明

発掘支援、翻訳 
3。 

業務効率化、情

報過多への対

応、戦略的優位

性の確保、専門

ツールの登場 
3。 

機密性、正確

性、専門用語へ

の対応、法的・

倫理的懸念、人

材不足 1。専門用

語を扱うため満

足度がやや低い

傾向 1。 

法務 20 25 年利用率

26%予測 24。契

約書レビュー・

作成支援で 44%
が利用 (20 25 年

調査) 25。 

契約書レビュ

ー・作成支援、

法的文書の翻

訳・要約、リサ

ーチ、アイデア

出し 25。 

業務効率化、人

的ミス低減、リ

サーチ迅速化 
27。 

機密情報の取り

扱い、AI の修正

能力の限界、人

間によるチェッ

クの必要性、弁

護士法との関連 
27。専門用語を

扱うため満足度

がやや低い傾向 
1。 

研究開発

（R&D） 
導入は業界によ

り異なる 16。医

薬品業界等で積

アイデア創出、

データ分析、シ

ミュレーショ

開発期間短縮、

コスト削減、成

功率向上、複雑

ガバナンスや人

材育成の遅れが

課題となる可能



極活用 17。テク

ノロジー業界や

専門職で親和性

が高い 16。 

ン、タンパク質

構造予測、新薬

候補スクリーニ

ング 15。 

な問題解決 17。 性 16。 

マーケティング ミドルオフィス

の一部として利

用が進んでいる 
1。本格業務活用

は 15-25%程度

だが 20 25 年に

4 割前後に達す

るとの予測も 
29。 

コンテンツ作成

（ブログ、広

告、SNS）、市

場分析、消費者

インサイト抽

出、広告コピー

生成、AB テス

ト 6。 

高品質コンテン

ツの短時間・大

量作成、施策数

増加、外注費削

減 6。 

ブランドイメー

ジ適合性、オリ

ジナリティ、著

作権リスク等は

人間が最終判断 
6。 

営業 活用事例多数 
11。 

セールス力向上

支援、提案活動

アドバイス、応

対記録チェッ

ク、見込み客発

掘 11。 

成約率向上、営

業プロセスの最

適化 11。 

 

人事 活用が進んでい

る 10。人事部門

の 47%が AI 活
用を優先事項と

認識との調査も 
10。 

候補者マッチン

グ・スクリーニ

ング、AI 面接、

エントリーシー

ト選考、社内

FAQ 対応 10。 

選考時間短縮、

採用の質向上、

業務時間削減

（平均 15-
20 %）による戦

略人事への注力 
13。 

 

IT・エンジニア

リング 
コンピュータ・

数理系職種で利

用率 37.2%との

調査あり 18。米

国では AI 支出の

22%を IT 部門が

占める 5。 

コード生成・自

動補完、デバッ

グ、システム開

発・運用効率

化、社内インフ

ラとしての AI 基
盤提供 7。 

開発生産性向

上、業務効率化 
7。 

 



ミドルオフィス/
企画 

利用が進んでい

る部署の代表例 
1。米国では経営

企画・戦略企画

系で期待を大き

く超える効果が

出ているとの報

告も 26。 

文書作成・要

約・翻訳、デー

タ分析、レポー

ト作成、社内情

報検索、アイデ

ア出し 6。 

定型業務・反復

作業の自動化・

効率化による人

件費・外注費削

減 6。 

日本では人材・

ノウハウ不足、

活用アイデア不

足が課題 26。 

顧客サービス AI チャットボッ

ト等で活用が進

む。北米では顧

客応対の約半分

が AI 等で処理と

の調査も 12。米

国では AI 支出の

9%を占める 5。 

問い合わせ自動

応答、FAQ 対

応、複雑な問い

合わせへの対応

支援 6。 

人件費大幅削

減、24 時間対

応、応答時間短

縮 6。 

 

V. 知的財産部門における生成 AI 導入を左右する要因 
知的財産（IP）部門における生成 AI の導入ペースや活用範囲は、他部門とは異なる特

有の要因によって大きく左右される。これらの要因を理解することは、IP 部門の現状

を正しく評価し、今後の戦略を検討する上で不可欠である。 

特有の課題（より慎重なペースとなる理由）: 

IP 部門が生成 AI の導入において慎重な姿勢を取らざるを得ない背景には、以下のよう

な深刻な課題が存在する。 

● 機密性とデータセキュリティ: IP 業務は、未公開の発明情報、企業秘密、戦略的ノ

ウハウといった極めて機密性の高い情報を扱う。これらの情報が公開されている汎

用的な生成 AI モデルに入力された場合、学習データとして利用され、意図せず第

三者に漏洩するリスクが常に懸念される 2。旭化成が社内データ活用を基本とし 
20、京セラがセキュリティを重視したクローズドな環境整備を進めていること 3 
は、この課題の深刻さを物語っている。 

● 正確性と信頼性（ハルシネーションのリスク）: 特許文献、特にクレームの文言

は、権利範囲を画定する上で極めて高い精度と論理的整合性が求められる。生成

AI には、もっともらしい虚偽情報（ハルシネーション）を生成する傾向があり、

これが特許実務においては致命的な欠陥となり得る 3。法務・知財担当者の満足度



が他部門より低い傾向にある一因として、この点が指摘されている 1。 
● 専門知識と専門用語の壁: 特許法や各技術分野特有の専門用語、独特の言い回し

は、一般的な言語モデルでは正確に理解・生成することが難しい場合がある 1。誤

った用語の使用や不適切な表現は、特許の有効性や権利解釈に重大な影響を及ぼし

かねない。 
● 法的・倫理的懸念: 

○ 著作権: 生成 AI が作成した文章や図面を特許出願に使用する場合、その著作権

の帰属が問題となる可能性がある 2。 
○ 発明者性: 現行の多くの国の特許法では、発明者は自然人（人間）である必要

があると解釈されている。AI が自律的に発明を行ったと見なされる場合、誰を

発明者として記載すべきかという問題が生じる 22。 
○ 誤情報に基づく責任: AI が生成した不正確な情報に基づいて特許出願を行い、

それが原因で権利取得に失敗したり、他社の権利を侵害したりした場合の責任

の所在も明確ではない。 
● 人材不足とスキルギャップ: 生成 AI ツールを効果的に活用できる IP 専門家や、IP

ドメインの知識を持つデータサイエンティストの不足は、日本企業全体の課題とし

て指摘されているが 26、専門性の高い IP 分野では特に深刻である 3。 
● 既存システムとの連携: 多くの IP 部門では、独自の特許管理データベースやワー

クフローシステムが稼働している。新しい生成 AI ソリューションをこれらの既存

システムと円滑に連携させることは、技術的にもコスト的にも課題となる場合があ

る。 
● コストと ROI の明確化: 特に専門性の高い IP 特化型生成 AI ツールは高価である可

能性があり、その導入効果を明確な ROI として示すことは、他部門の定型業務効

率化ツールと比較して難しい場合がある。 

これらの課題は、IP 部門における生成 AI 導入の技術的な実現可能性そのものよりも、

「誤りが許されない」という業務の性質と、機密情報の取り扱いという根源的な問題に

起因している。エラーが発生した場合の潜在的なコスト（金銭的損失、法的紛争、競争

上の不利）が他部門に比べて格段に大きいため、徹底的な検証と信頼性の確保が最優先

される。このため、導入プロセスは必然的に慎重かつ段階的にならざるを得ない。 

導入を推進する要因・推進力: 

一方で、IP 部門が生成 AI の導入に踏み切る強い動機も存在する。 

● 大幅な業務効率化の可能性: 特許調査、先行技術分析、明細書ドラフト作成といっ

た時間のかかる業務の一部を自動化または支援することで、専門家の貴重な時間を

大幅に削減できる可能性がある。ある試算では、特許調査・分析時間が最大 70 %



削減され、明細書作成の初期ドラフト作成が数時間から数分に短縮される可能性も

示唆されている 3。 
● 情報過多への対応: 日々公開される膨大な量の特許文献や技術情報を人手だけで網

羅的に把握・分析することは困難になりつつある。AI による高度な情報処理能力

は、この課題への有効な解決策となり得る。 
● 品質と一貫性の向上: 適切に訓練・調整された AI は、特許ドラフトの品質や調査

の網羅性において、人間による作業のばらつきを低減し、一貫性を向上させる可能

性がある。 
● 戦略的優位性の確保: より迅速かつ包括的な IP 分析は、研究開発戦略、事業戦

略、競合分析において、より的確な意思決定を可能にし、企業の競争優位性確立に

貢献する。旭化成の戦略はこの点を明確に意識している 20。 
● 専門ツールの登場と進化: IP 業務に特化した生成 AI ツールやプラットフォームが

市場に登場し、進化を続けていること 15 は、IP 部門が生成 AI を導入する上での技

術的なハードルを下げている。 
● 業界ガイドラインやベストプラクティスの整備: 日本弁理士会のような専門家団体

が AI 利用に関するガイドラインを策定・公表する動き 32 は、IP 専門家が責任を持

って AI を活用するための指針となり、導入への信頼感を醸成する。 

これらの推進要因は、IP 部門が直面する課題の大きさを認識しつつも、生成 AI がもた

らす変革の可能性に期待を寄せていることを示している。特に、日本弁理士会のガイド

ライン 32 や、京セラ 3 や旭化成 20  といった先進企業における内部ガバナンス体制の構

築は、IP という高リスク領域で生成 AI を安全かつ効果的に活用するための前提条件と

して機能しており、単なる技術導入の結果ではなく、むしろ広範な普及を可能にするた

めの重要な布石と言える。 

以下に、IP 部門における生成 AI 活用の主要な課題と考慮事項をまとめた表を示す。 

表 2：知的財産部門における生成 AI 活用の主要な課題と考慮事項 

 

課題カテゴリー 具体的な課題内容 IP 業務への潜在的影

響 
関連資料例 

データセキュリテ

ィ・機密性 
未公開発明情報、企

業秘密の漏洩リス

ク。AI モデルによる

学習データとしての

新規性喪失、企業秘

密の暴露、競争上の

不利。クライアント

2 



利用。 との信頼関係毀損。 

正確性・信頼性 ハルシネーション

（虚偽情報生成）の

リスク。専門用語・

ニュアンスの誤解。 

不正確な特許出願、

権利範囲の誤解、無

効理由の発生、誤っ

た経営判断。 

1 

法的・倫理的 AI 生成物の著作権帰

属。AI の発明者適格

性。AI 利用による責

任問題（誤情報、権

利侵害）。 

法的紛争、権利の不

安定化、倫理的批

判。 

2 

人的資本 AI 活用スキルを持つ

IP 専門家の不足。プ

ロンプトエンジニア

リング能力の欠如。

データサイエンスと

IP 知識の融合人材の

不足。 

AI ツールの非効率な

利用、導入効果の低

減、専門性の維持困

難。 

3 

技術・統合 既存 IP 管理システム

との連携の複雑さ。

特化型 AI ツールの導

入・運用コスト。 

業務フローの分断、

投資対効果の不明確

さ、導入の遅延。 

 

利用満足度 専門用語や個社特有

情報への対応不足に

よる満足度の低さ。 

AI ツールの利用敬

遠、期待した効果が

得られないことによ

る導入意欲の減退。 

1 

VI. 今後の展望：知的財産部門における戦略的考察 
知的財産（IP）部門が生成 AI の可能性を最大限に引き出すためには、前述の課題に戦

略的に対処し、効果的な活用方法を模索していく必要がある。以下に、そのための主要

な考慮事項と推奨事項、そして今後の展望を示す。 

課題への対処法: 

● データガバナンスとセキュリティの徹底: 



○ 最優先事項として、機密情報を保護するための堅牢なセキュリティ環境を構築

する。オンプレミス環境やプライベートクラウドでの運用、あるいは社内デー

タのみを用いたファインチューニングモデルの利用を検討する 3。 
○ 厳格なアクセス制御、データの匿名化・仮名化（可能な範囲で）を実施する。 
○ 弁理士業務 AI 利活用ガイドライン 32 に示されるように、クライアントの事前

同意と守秘義務の遵守を徹底する。 
● 正確性の確保とバイアスの緩和: 

○ 生成 AI が出力した内容は、特に特許請求の範囲や重要な技術説明部分につい

ては、必ず人間の専門家による厳密な検証と修正を行うプロセスを確立する 
22。 

○ 複数の AI ツールやデータベースを併用し、クロスチェックを行うことで、情

報の信頼性を高める。 
○ 導入する AI ツールに対して、特定のタスクにおける精度やバイアスを評価す

るためのテストプロトコルを開発・実施する。 
● 法的・倫理的枠組みの遵守と整備: 

○ AI と知的財産権に関する法制度や判例の動向を常に把握し、社内ポリシーに反

映させる。 
○ AI 支援によって創出された発明の取り扱いや、AI 生成コンテンツの著作権に

関する明確な社内規定を設ける。 
○ 必要に応じて、法律専門家や倫理委員会に助言を求め、リスクを未然に防ぐ体

制を構築する 27。 
● 人材育成とスキル開発: 

○ IP 専門家が生成 AI を効果的に使いこなせるよう、プロンプトエンジニアリン

グの技術や AI の限界を理解するための研修プログラムに投資する。 
○ IP 部門の専門家とデータサイエンティスト、AI エンジニアとの協働を促進

し、部門横断的な知見の融合を図る 3。 
● 戦略的なツール選定とシステム統合: 

○ IP 業務に特化した専門ツール 19 と汎用的なプラットフォームの特性を比較検討

し、自社のニーズや予算に最適な組み合わせを選択する。 
○ 既存の特許管理システムやワークフローとの連携を考慮した導入計画を策定す

る。 
○ 特定のユースケースに絞ったパイロットプロジェクトから開始し、効果を検証

しながら段階的に展開するアプローチが有効である 7。 

効果的な活用のための推奨事項: 

● 低リスク・高インパクトな領域から着手: 初期段階では、機密性の低い公開情報の



分析、先行技術調査の予備スクリーニング、文書の要約、技術トレンド分析など、

比較的リスクが低く、かつ効率化の効果を実感しやすい業務から導入を進める。 
● 「人間中心（Human - in- the - Loop ）」モデルの採用: 生成 AI を人間の専門家を代

替するものではなく、その能力を増強し、支援する「アシスタント」として位置づ

ける 27。最終的な判断と責任は常に人間が担う。 
● 単なる自動化ではなく「能力拡張」を目指す: コスト削減のみを目的とするのでは

なく、生成 AI を活用してより深い洞察を得たり、専門家がより戦略的・創造的な

業務に集中できる環境を創出したりすることを目指す。 
● 明確なユースケースと ROI 指標の設定: 生成 AI を導入することで、具体的にどの

ような課題を解決し、どのような成果を目指すのかを明確に定義する。成功を測定

するための客観的な指標（時間削減、コスト削減、品質向上など）を設定し、定期

的に評価する 26。 
● 実験と学習の文化醸成: 明確な倫理指針とセキュリティガイドラインの下で、新し

いツールやアプローチを試すことを奨励する。成功事例だけでなく、失敗から得ら

れた教訓もチーム内で共有し、継続的な改善につなげる。 

IP における生成 AI の将来展望: 

● IP 特化型ツールの高度化: 今後、より洗練され、信頼性の高い IP 業務専用の生成

AI ツールが開発され、普及していくことが期待される。これには、特定の技術分

野や法域に特化したモデルも含まれるだろう。 
● ワークフローへの統合深化: 生成 AI が、発明発掘から出願、権利維持、活用に至

るまでの IP ライフサイクル全体にわたるワークフローへ、よりシームレスに統合

されていく。 
● 予測分析能力の向上: 特許侵害訴訟の結果予測、ライセンス交渉における適切な料

率の提案、有望な技術シーズの早期発見など、予測的な分析能力を持つ AI の活用

が進む可能性がある。 
● 法的・制度的枠組みの整備: 生成 AI の利用拡大に伴い、関連する法制度や国際的

なルール作りが進展し、IP 分野における AI 活用の境界線がより明確になってい

く。 
● IP 専門家の役割進化: 生成 AI が定型業務や情報収集・分析を支援することで、IP

専門家はより高度な戦略立案、コンサルティング、価値創造といった業務に注力で

きるようになり、その役割はより戦略的かつ創造的なものへと進化していく 3。 

IP 部門における生成 AI の成功裡な統合は、単に新しい技術を導入することに留まらな

い。それは、従来の業務プロセスを見直し、人材のスキルを再定義し、データを活用し

た意思決定を重視する文化へと転換していくことを意味する。この変革を主導し、適切



に管理できるかどうかが、今後の IP 部門の競争力を大きく左右するだろう。生成 AI
を効果的に活用できた IP 部門は、イノベーションサイクルの加速、より強力な特許ポ

ートフォリオの構築、そして IP 業務全体の効率化を通じて、企業全体の競争優位性確

立に大きく貢献することが期待される。 

VII. 結論 
先進企業における知的財産（IP）部門の生成 AI 活用は、マーケティングや IT といった

一部の他部門と比較して、導入の広がりや速度において慎重な側面が見られる。しか

し、これは IP 部門の関心の低さや取り組みの遅れを単純に示すものではなく、むしろ

知財業務が内包する機密性の高さ、法的リスクの重大さ、そして高度な専門性といった

特有の性質に起因する、合理的かつ戦略的な判断の結果と理解すべきである。 

本レポートで明らかになったように、マーケティング部門ではコンテンツ生成、顧客サ

ポート部門では自動応答、IT 部門ではコーディング支援など、比較的リスクが低く効

果を測定しやすいユースケースにおいて生成 AI の導入が先行している。これに対し、

IP 部門では特許調査、分析、明細書作成支援といった中核業務での活用が模索されて

いるものの、そこでは情報の機密性保持、生成される内容の絶対的な正確性、そして著

作権や発明者性といった法的論点への対応が不可欠となる。これらの課題は、汎用的な

生成 AI ツールをそのまま適用することを困難にし、IP 特化型ツールの開発・導入や、

厳格なガバナンス体制の構築を必要とする。 

京セラや旭化成といった先進企業は、このような課題を認識しつつも、IP 業務の効率

化と戦略的高度化を目指して、セキュリティを確保した環境下での生成 AI 活用や、社

内データを用いたファインチューニングといった具体的な取り組みを進めている。ま

た、日本弁理士会によるガイドラインの策定は、IP 専門家が責任を持って AI を活用す

るための道筋を示すものであり、業界全体としての成熟に向けた動きと言える。 

したがって、「IP 部門は遅れているのか」という問いに対する直接的な答えは、「広

範な一般ツールの導入という点では一部他部門に比べて緩やかかもしれないが、専門領

域における慎重かつ的を絞った活用においては着実に前進しており、そのペースは業務

の特性とリスクを反映したものである」となる。 

今後の IP 部門にとって重要なのは、生成 AI を単なる効率化ツールとして捉えるので

はなく、人間の専門家の能力を拡張し、より高度な戦略的業務へとシフトさせるための

触媒と位置づけることである。そのためには、データガバナンスの確立、人材育成、そ

して「人間中心」の AI 活用文化の醸成が不可欠となる。生成 AI 技術の進化と、それ

に伴う法的・倫理的枠組みの整備が進む中で、IP 部門がこの新しい技術をいかに戦略



的に取り込み、活用していくかが、将来の競争優位性を左右する鍵となるだろう。 
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